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研究成果の概要： 

本研究は、中国の中で経済発展が相対的に立ち遅れている地域が、環境に配慮した持続可能

な発展を進めていくにはどうすればよいか、そのためにどのような政策とガバナンスが必要と

されるのか、また多層的なガバナンスを考慮する場合にはいかなる費用負担とパートナーシッ

プが有効であるのか、について社会経済学的視野から調査、分析し、今後の中国のみならず途

上国に対する「貧困削減支援政策」にも貢献しようとするものである。 
本研究は、「環境に配慮した持続可能な発展」政策論議の前進に寄与すべく、途上国に対する

「貧困削減政策」論の構築も射程に収めた上で、その基礎理論研究と中国貴州省における地域

調査を踏まえた実証研究を行うものであった。3 年間の研究を通じて、18 回の国内研究会、7
回の外国人研究者を招いての研究会（うち 1 回は国際ワークショップ）を開催した。またメン

バー全員による 7 回の中国調査（予備調査を含む）を実施し、この間、貴州師範大学との共同

研究プロジェクト協議書、中国政法大学との環境紛争事例執筆共同研究契約書を交わし学術交

流を進めるとともに、最終年度には日本において国際ワークショップを開催した。この間、雑

誌論文（25 件）、学会報告（6 件）、図書（10 件）を公表した。 
2009 年度はこうした共同研究及び学術交流の成果を、各研究スタッフにより、学会などを通

じて公表するとともに、最終的には、印刷物として公表する予定である。 

こうした研究事業活動を通じて、持続可能な社会の構築が望まれる中で、アジア地域の経済

発展過程で展開されている経済、社会、環境政策の問題点を明確化し、その処方箋を探ること、

またアジア地域における経済、環境、社会政策の展開を日本の経験を踏まえながら検討するこ

とは、持続可能な社会の構築にとって不可欠な作業であると考えられる。 
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１．研究開始当初の背景 

研究開始当初、中国は急速な経済発展を遂
げている一方で、沿海部と内陸部、都市と農
村、さらには都市内部と農村内部におけるさ
まざまな格差が拡大していた。中国は格差問
題以外にも、財政赤字、不良債権処理、国有
企業改革、失業等の国内問題があり、対外的
には WTO 加盟、中国・ASEAN の FTA 交渉など
の取組みを行っていた。中国の抱える問題は、
中国国内にとどまらず日本を含むアジア諸
国や主要国の政治・経済にも影響を及ぼして
いる。また、2006 年度からの「第十一次五カ
年規画（計画）案」（2005 年 10 月 21 日｢人民
日報｣）によると、｢先富論｣の限界が示唆さ
れており、今後の中国は沿海部と内陸部の所
得格差問題などにみられる貧困と経済至上
主義の間で生じるバランスを欠いた成長の
弊害をいかに克服し、エネルギー問題を含め
た循環経済の構築に視座をおく｢調和のとれ
た社会｣の実現が緊喫の課題となっていた。 
しかしながら現状では、依然として中国内

陸部、特に少数民族地区と中山間地域の農村
の貧困問題が深刻であり、近年、中国政府は
もちろんのこと、世界銀行など海外からの中
国貧困削減援助計画の大部分はこうした地
域に向けられている。また、国際協力機構
（JICA）の対中協力や国際協力銀行（JBIC）
の円借款の対象事業についても内陸地域へ
のシフトが見られる。 

他方、中国政府は全国で顕在化してきた
様々な環境危機に対して 1990 年代から環境
政策を強化しているものの、2000 年代以降も
水の汚染と不足の激化、エネルギー危機の到
来などの資源・環境問題に苦慮している。と
りわけ内陸地域においては相対的に行政体
制の立ち後れが目立ち、また地方政府による
開発主義志向が蔓延するなか、地域における
環境資源の維持可能性が脅かされている。さ
らに内陸の農村地域では医療・衛生・福祉な
どの基礎的な社会サービスの空白が環境汚
染被害の拡大を許しており、公害病と疑われ
る健康被害が長期化している地域に対して
も有効な調査・対策が行われていない状況で
あった。 
 
２．研究の目的 
本研究の主たる目的は、中国の中で経済発

展が相対的に立ち遅れている地域が、環境に
配慮した持続可能な発展を進めていくには
どうすればよいか、そのためにどのような政
策とガバナンスが必要とされるのか、また多
層的なガバナンスを考慮する場合にはいか
なる費用負担とパートナーシップが有効で

あるのか、について社会経済学的視野から調
査、分析し、今後の中国のみならず途上国に
対する「貧困削減支援政策」にも貢献しよう
とするものである。 
本研究では、上記目的達成のため、基礎理

論研究のみならず、貴州省を事例とした地域
調査を実施する。同省では、石炭燃焼起源の
硫黄酸化物による大気汚染問題のみならず、
珠江、長江という大河の上流域に位置してい
ることから水汚染問題の解決が重要な課題
となっている。また工業開発地域においては
環境紛争が顕在化しており、被害者が汚染企
業を相手取って訴訟を起こす事態も発生し
ている。汚染を抱えながら経済発展を目指す
様子は、中国がおかれた縮図でもあり、日本
の高度成長期との共通点も多い。他方、省
都・貴陽市は重慶、大連とともに「日中環境
モデル都市」のひとつであるとともに、第１
号の循環経済試行都市でもあり、日本の対中
環境協力の成功例として注目されている。 
貴州省における地域調査では、社会経済発

展、環境問題の状況、開発援助の動向などに
おける地域の差異に着目して、①貴陽市（省
都）、②工業開発地域、③貧困農村地域とい
う 3つの典型地域をとりあげる。①貴陽市で
は、日中環境モデル都市プロジェクトの評価
を行うとともに、循環経済システムの構築に
よる持続可能な自立発展を目指す都市の可
能性と課題を明らかにする。②工業開発地域
では、工業開発に伴う環境問題、とりわけ汚
染被害の実態を明らかにするとともに、環境
汚染被害の救済と未然防止のための政策と
ガバナンスのあり方を検討し、環境に配慮し
た地域経済発展の課題を明らかにする。③貧
困農村地域では、政府及び援助機関・団体に
よる貧困対策の評価を行うとともに、地域に
おける資源・環境の維持可能な利用を図りな
がら地域社会経済の活性化を図る方策を明
らかにする。 
このような典型地域の調査及びマクロ統計
分析をふまえて、中国貧困地域において環境
に配慮した持続可能な発展に向けた課題を
明らかにするとともに、これを実現するため
の政策提言を行う。 
 
３．研究の方法 
本研究は、「環境に配慮した持続可能な発

展」政策論議の前進に寄与すべく、途上国に
対する「貧困削減政策」論の構築も射程に収
めた上で、その基礎理論研究と中国貴州省に
おける地域調査を踏まえた実証研究を行う
ものである。本研究の独創的な点は、「環境
に配慮した持続可能な発展」の諸条件を具体



的な貧困地域を事例とした社会経済的分析
から探ることにある。「環境に配慮した持続
可能な発展」に関しては、抽象論的あるいは
総論的な議論に終始することが少なくない
なかで、本研究では中国のなかで最も貧しい
とされる貴州省をとりあげ、さらに省内の社
会経済発展、環境問題の状況、開発援助の動
向などにおける地域の差異に着目して、3 つ
の典型地域を対象とした調査・分析を行う。 
こうした地域調査を通して、「環境に配慮

した持続可能な発展」に関して地域の実態に
即した政策論を展開することが可能となる。
本研究の第二の特色は、「貧困削減政策」に
おける新しい理論的枠組を創造しようとす
る試みにある。「貧困削減政策」研究には相
当の蓄積があるものの、「環境」の視点を加
えた同研究は、国内外ともに極めて蓄積が薄
いのが現状である。本研究では、貧困地域の
環境に配慮した持続可能な発展条件を、基礎
的な生存・生活条件の改善・向上といった狭
義の貧困削減政策に対する評価にとどまら
ず、環境保全、資源利用、他の地域政策等に
対してどのような影響を与えるのかに注目
しながら地域調査を行い、理論的枠組の構築
を試みる。本研究の第三の特色は、その成果
を日本の援助政策における制度設計に生か
し、政策形成に寄与することを目指している
点にある。本研究では環境に配慮した｢貧困
削減政策｣の理論構築だけでなく、その知見
を他地域へ応用および適用することに大き
な関心を持っている。環境に配慮した｢貧困
削減政策｣を単一政策ではなく、中国の抱え
る国内外の様々な社会問題にかかわる複数
政策手段の組み合わせと見て分析するその
方法そのものが、より現実に接近し、政策形
成に有用な知見を引き出そうという志向性
を示している。本研究成果によって、中国及
び他の貧困地域における政策の方向性と、日
本の対外開発援助政策を評価することによ
る今後の対外援助政策のあり方について提
言することが可能になると期待される。 
 
（研究計画と研究分担者の役割） 
（１）国内研究会①研究代表者・分担者・協
力者のこれまでの研究成果に関する報告を
順次行い、参加者共通の問題意識と知的基盤
の形成を図る。②各種打合せ及び意見交換 
③先行研究サーベイ(a)貧困・環境・開発・
援助の相互関係に関する社会科学的研究、
(b)中国内陸地域における持続可能な発展に
関する研究、(c)貴州省の環境問題に関する
研究、(d)貴州省を対象とした社会科学的研
究、(e)貴州省を対象とした開発援助関連事
業・調査報告。④マクロ統計データの分析。
中国の統計資料収集を行い、対象地域である
貴州省の社会経済と環境問題の動向に関す
る基礎的データについて分析を行う。 

（２）国内ヒアリング調査。東京において外
務省、JICA（本部・国際総合研修所）、JBIC、
経済産業省、世界銀行東京事務所、アジア開
発銀行研究所、その他関係機関から対中政府
開発援助の全般的な動向についてヒアリン
グ調査および資料収集を行う。特に貧困対策
や環境対策に関する案件、貴州省に関する案
件を重点的に調査する。 
（３）中国調査 
＜予備調査＞(ア)北京市①地域開発政策の
動向（国家発展改革委員会、国務院貧困対策
室）、②環境政策・環境紛争の動向（国家環
境保護総局、中国政法大学）、③開発援助・
環境協力の動向（世界銀行、UNDP、UNEP、EU、
JICA、JBIC、NEDO、日中友好環境保全センタ
ー、国際 NGO などの北京事務所）、④貧困地
域の持続可能な発展に関する研究動向（国務
院発展研究センター、中国社会科学院、北京
大学、中国人民大学、清華大学、中国農業大
学など）。(イ)貴州省。(ウ)貴陽市（典型地
域のヒアリング・資料収集）：市の概況（市
人民政府）。(エ)工業開発地域（典型地域の
ヒアリング・資料収集）：対象地域の概況（地
元人民政府）。(オ)貧困地域（典型地域のヒ
アリング・資料収集）：対象地域の概況（地
元人民政府） 
＜中国本調査（貴州省典型地域調査）＞（ア）
貴陽市①開発政策の動向(市開発行政部門)、
②環境問題・環境政策の動向(市環境保護局)、
③環境紛争の状況(現地弁護士/被害者/企
業)。（イ）工業開発地域（ヒアリング・資料
収集）①開発区の動向(対象地域の開発行政
部門)、②環境問題・環境政策の動向(対象地
域の環境行政部門)、③環境紛争の状況(現地
弁護士/被害者/企業)。（ウ）貧困地域（ヒア
リング・資料収集）対象地域における①貧困
対策の動向（貧困対策行政部門）、②環境問
題・環境政策の動向(環境行政部門)、③農家
調査（農家アンケート） 
＜フォローアップ調査＞（ア）貴州省典型地
域調査（農家アンケート調査）、意見交換。
（イ）貴陽市・工業開発地域・貧困地域。最
新の現地情勢に関するヒアリング・資料収集。 
（４）各種統計データおよび政府間援助財政
の分析。前者は現地で収集した統計資料をも
とに、厳、竹歳、大塚を中心に省内地域の社
会・経済・環境に関する統計データの計量分
析を行う。後者は竹原・藤田が国内、北京及
び貴州省において収集した資料をもとに政
府間援助財政の分析を行う。特に竹原は貴陽
市に対する日本の環境援助について、総体的
な現状把握を前提に地域ガバナンスの視点
から環境援助の意義、特質を明らかにし、地
域的な財政金融構造との連関、位相を実態的
に分析する。 
（５）研究成果の報告－研究スタッフは学内
研究会や学会などで研究成果の最終報告を



行うとともに、研究成果報告書を編集・印刷
する。研究成果報告書は、研究代表者・分担
者・協力者が執筆する原稿のほか、参考資料
として巻末に現地で収集した主な政策文書、
紛争処理に関する法律文書、関連する新聞記
事などの中国語原文と日本語訳を収録する。 
藤田が研究全体の調整と総括を担い、研究

代表者・分担者・協力者が専門分野を活かし
中国貧困省における環境に配慮した持続可
能な発展という新しい課題に対して、国内及
び海外現地調査をふまえた実証及び理論分
析を行い、本共同研究にその研究成果を還元
する。また、その成果を全体で共有し、初年
度の総括を行うとともに、次年度以降の検討
課題について相互に意見交換し、問題認識の
共有と個々の分析を深める準備を行う。 

最終年度は研究代表者・分担者・協力者が
担当テーマの分析の精緻化を図り、それらを
基に藤田・大塚が中心となり各研究分担者と
議論を重ねて共通の理論的枠組みの創出を
行うとともに、政策分析の成果を援助関係者
及び現地社会にも適宜還元して意見交換を
行う。また関係者との意見交換をもふまえて
中国貧困省における環境に配慮した持続可
能な発展にむけた政策提言を行うことで、基
盤研究としての本研究のとりまとめとする。 

結果として実態に基づいた経済政策への
政策提言を行うことが確実である。また研究
成果報告書を基礎とした理論的かつ実証的
な研究図書を公刊することで広く研究成果
の普及を図る。 
 
４．研究成果 

2006 年度は、まず国内において 6回にわた
り研究会を開催し、各自の問題関心を述べ合
い、相互認識を深めるとともに、本調査研究
事業の基本的方針について確認し合った。同
時に、国際協力開発銀行において、貴州省を
中心とした中国に対する日本の環境・貧困対
策に関する円借款の動向について、ヒアリン
グ及び意見交換を行った。11 月には、南京大
学社会学系張玉林教授を招いて、中国の工業
化と農業・食糧安全について長江デルタ地域
を中心に研究報告をいただいた。また 12 月
には、中国社会科学院人口・労働経済研究所
王橋研究員を招いて、中国の少数民族の風情
と原生的な「農家楽(エコツーリズム)」につ
いて貴州省雷山県の事例を中心に研究報告
をいただいた。中国においては、メンバー全
員の参加による調査を二度実施した。9 月に
は北京において、JICA 中国事務所、在北京日
本大使館、国務院発展研究センター(マクロ
経済研究部・社会発展研究部)、国務院扶貧
弁公室外資項目管理センターを訪問し、日本
の対中援助(貴州省における総合貧困対策プ
ロジェクト、日中環境モデル都市プロジェク
ト、その他、技術協力・無償資金援助)、環

境政策と財政問題、貧困対策と国際協力など
について、ヒアリング、資料収集及び意見交
換を行った。その他、関係研究者から貴州省
事情について情報提供を受けた。3 月には、
貴州省において、以下の調査を実施した。1.
貴陽市(貴陽市利用外資環保弁公室、貴州水
晶有機化工(集団)有限公司、貴州烏江水泥公
司)2.凱里市(中共購東南州委宣伝部・黔東南
州社会科学界聯合会)3.雷山県(県委宣伝
部・旅遊局)4.三都水族自治県(扶貧開発弁公
室) 同調査では、(1)日中環境モデル都市プ
ロジェクトのヒアリング及び対象工場の視
察、(2)観光振興(「農家楽」を中心とした)
による少数民族地域の活性化の現状把握、
(3)JICA 貧困総合対策プロジェクトの対象村
における村民参加による生活改善(生計工場、
公衆衛生改善など)の実態調査を実施した。
また貴陽市においては、趙氏(弁護士)と任氏
(貴州師範大学自然保護・社区発展研究セン
ター長)からそれぞれ貴州省における環境対
策や貧困対策の現状や課題について意見交
換を行った。 
2007年度は国内において6回にわたり研究

会を開催し、本調査研究事業について研究を
進めるとともに、貴州師範大学及び中国政法
大学との共同研究について検討を行い、貴州
師範大学とはカルスト石漠化総合対策とコ
ミュニティ社会経済文化発展に関する研究、
中国政法大学とは貴州省の環境紛争事例に
ついて、それぞれの機関と協議書を締結し、
共同研究計画の内容について検討を重ねた。 
同時に、メンバー全員により、中国貴州省の
現地調査を実施した。同調査では、貴陽市（貴
陽市利用外資環保弁公室、小河汚水処理場第
二期工事現場、貴陽市環境モニタリングステ
ーション、白雲区、百花・紅楓湖）、貴州省
環境保護国際協力センター、安順市カルスト
地域、清鎮市（清鎮市科技局）においてヒア
リングおよび現地視察を実施した。また貴州
師範大学中国南方カルスト研究院において
共同研究協議を実施するとともに CLAPVボラ
ンティア弁護士と共同研究について意見交
換を行った。2 月には、竹歳・大塚・藤田が
貴州省調査を実施した。貴州師範大学による
農家調査進捗状況の把握及び今後の作業計
画についての協議を実施するとともに貴州
師範大学の調査チームに同行して花江モデ
ル地域における農家調査に参加した。また竹
歳は、貴陽市外資利用弁公室においてヒアリ
ングを実施し、あわせて貴陽市循環経済モデ
ル地区の視察を実施した。3 月には、竹原が
大連市において、日中環境モデル都市事業に
関するヒアリングを実施し、貴陽市との比較
検討を行った。2006 年度は、メンバー全員の
共同執筆により、『桃山学院大学総合研究所
紀要』に「中国貴州省の持続可能な発展にむ
けた諸政策―貧困対策、環境保全及び国際協



力を中心として―」を発表した。 
2008年度は6回の研究会と１回の国際ワー

クショップを実施した。国際ワークショップ
は、2009 年 2月に桃山学院大学において、中
国貴州師範大学南方カルスト研究院所長、兼
同大学教授である熊康寧氏、同大学自然保
護・社区発展研究センター長、兼同大学副教
授である任暁冬氏、同大学講師である陳永畢
氏を招聘の上、桃山学院大学経済経営学会と
の共催により実施した（中国貴州師範大学南
方カルスト研究院との学術交流は本研究事
業を通じて 2006 年度より実施）。同ワークシ
ョップでは①熊康寧氏（貴州省におけるカル
スト石漠化と総合治理）、②任暁冬氏（貴州
省環境と貧困類型）、③陳永畢氏（貴州典型
カルスト地域石漠化総合治理モデルと技術
集積モデル）による研究報告が実施され、本
研究課題である貴州省における環境対策や
貧困の対策の現状と課題、国際援助のあり方
について活発な意見交換が行われ、研究交流
の場となった。また年度末には、本研究事業
における研究成果の一部として、これまでの
研究事業の成果物、農家調査アンケート（個
票を含む）、現地調査、ヒアリング等を通じ
て現地で収集した一次資料等をもとに研究
資料集を取りまとめた。2009 年度はこれまで
の成果を、各研究スタッフにより、学会など
を通じて公表するとともに、最終的には、印
刷物として公表する予定である。 
こうした研究事業活動を通じて、持続可能

な社会の構築が望まれる中で、アジア地域の
経済発展過程で展開されている経済、社会、
環境政策の問題点を明確化し、その処方箋を
探ることが可能となる。またアジア地域にお
ける経済、環境、社会政策の展開を日本の経
験を踏まえながら検討することは、持続可能
な社会の構築にとって不可欠な作業である
と考えられる。 
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